特定保健指導実施機関　各位
　                                   　　　
特定保健指導の集合契約にあたり看護師を従事させる予定がある場合の実務

経験証明書の提出について
　

　高齢者の医療の確保に関する法律におきましては、特定保健指導対象者の行動計画の策定指導や支援計画の作成、及び６ヶ月後の実績評価の支援については医師、保健師、管理栄養士が実施しなければならないこととされておりますが、上記の３職種に加え、「保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」も当該業務に従事することが可能となっています。

　ただし、この場合は、別添の厚生労働省局長通知（平成２０年３月１０日付健発第０３１０００７号「特定健康診査及び特定保健指導の実施について」）第三の１に基づき、委託元の保険者に対し、保険者や事業主等が作成した１年以上実務を経験したこと証明する文書（「実務経験証明書」）を提出する必要があります。

　つきましては、貴機関において「保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」が受託業務に従事する予定があるときは、別紙「実務経験証明書」を２部作成のうえ、下記のあて先までお送りいただきますようお願いします。
記
　１ 送付先

〒７８１－９５１３　高知県高知市桟橋通６丁目７番４３号
公益財団法人 高知県総合保健協会　特定保健指導集合契約担当者宛
　　　

　２ 提出部数

　　　２部（国保及び被用者保険用）

３ この件に関する問い合わせ先

公益財団法人 高知県総合保健協会（担当：朝日）電話０８８－８３３－４６４９

実務経験証明書の作成にあたっての留意点

１　「保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」とは、令和7年２月現在において１年以上（必ずしも継続して１年間である必要はありません。）、次の業務に従事した経験を有する看護師をいいます。

①　保険者が保健事業として実施する生活習慣病予防に関する相談及び教育の業務

②　事業主が労働者に対して実施する生活習慣病予防に関する相談及び教育の業務
なお、「業務に従事」とは、反復継続して当該業務に専ら携わっていることを意味します。
２　医療機関等において、外部から受託した事業所健康診断・人間ドックの受診者や外来患者に対し保健指導を行っている看護師は、「保健指導に関する一定の実務経験を有する看護師」には該当しません。
３　「実務経験証明書」は、当該「保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」を雇用している、又は雇用していた事業主や保険者が作成してください。
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	　　　　　　　　　　　 事　　例
	証明書の発行者

	例１
	　A病院に雇われ、同院が事業主として実施する病院職員の健康管理（生活習慣病予防に関する相談及び教育等）に専ら従事していた期間が通算して１年以上である。
	　A病院代表者

	例２
	　かつてB健康保険組合に雇われ、被保険者及び被扶養者の健康管理（生活習慣病予防に関する相談及び教育等）に専ら従事していた期間が通算して１年以上である。
	　B健康保険組合代表者

	例３
	　かつてC株式会社に雇われ、同社社員の健康管理（生活習慣病予防に関する相談及び教育等）に専ら従事していた期間が通算して１年以上である。
	　C株式会社代表者

	例４
	　かつて健康保険組合D、E、Fに雇われ、被保険者及び被扶養者の健康管理（生活習慣病予防に関する相談及び教育等）に専ら従事していた期間がそれぞれ１年未満であり、D、E、Fの各期間を通算すれば１年以上となる。
	　

D健康保険組合代表者

E　　　　〃

F　　　　〃

	例５
	　かつてG健康保険組合に雇われ、その被保険者及び被扶養者の健康管理（生活習慣病予防に関する相談及び教育等）に専ら従事していた期間と、H銀行に雇われ、その職員の健康管理（生活習慣病予防に関する相談及び教育等）に専ら従事していた期間が１年未満であり、G、Hの各期間を通算すれば１年以上となる。
	　

G健康保険組合代表者

H銀行代表者


